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(57)【要約】
【課題】  手術室が手狭になることを避けた超音波治療
装置を提供する。
【解決手段】  超音波を照射して治療部位を焼灼するア
プリケータ１と、生体組織を超音波振動によって乳化さ
せ、この乳化に伴ない生じた不要な生体組織を吸引して
除去するハンドピース２０と、アプリケータおよびハン
ドピースに駆動信号を供給する駆動部２と、選択された
アプリケータまたはハンドピースに適するように駆動信
号を制御する制御部７と、治療部位近傍の画像を観察す
るためのイメージング用超音波プローブ５とを具備した
もの。これにより、異なる治療具を超音波治療装置本体
１０の主要部を共用して使い分けるので、手術室が手狭
になるという問題を解決できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  被検体の治療部位に治療用超音波を照射
して治療する治療用超音波照射手段と、この治療用超音
波照射手段の近傍に設けられ、前記被検体の治療部位近
傍の画像を観察するために超音波を送受波するイメージ
ング用超音波送受波手段とを備えた超音波治療装置にお
いて、前記治療用超音波照射手段により照射された治療
用超音波の反射波が、前記イメージング用超音波送受波
手段に入射するのを阻止する目的外超音波入射阻止手段
を具備することを特徴とする超音波治療装置。
【請求項２】  前記目的外超音波入射阻止手段は、前記
イメージング用超音波送受波手段を、前記治療用超音波
照射手段の近傍に取付けるために設けられた、超音波反
射体上に超音波吸収体を形成した筒体であることを特徴
とする請求項１に記載の超音波治療装置。
【請求項３】  前記目的外超音波入射阻止手段は、前記
治療用超音波照射手段の近傍に設けられた前記イメージ
ング用超音波送受波手段の前面に、開閉可能に設けられ
た超音波遮蔽体であることを特徴とする請求項１に記載
の超音波治療装置。
【請求項４】  前記目的外超音波入射阻止手段は、前記
治療用超音波照射手段を駆動する駆動信号に同期して開
閉が制御されることを特徴とする請求項３に記載の超音
波治療装置。
【請求項５】  被検体の治療部位に治療用超音波を照射
して治療する治療用超音波照射手段と、被検体の治療部
位の生体組織を超音波振動によって乳化させるととも
に、この乳化に伴ない生じた不要な生体組織を吸引して
除去する超音波治療手段と、前記治療用超音波照射手段
および超音波治療手段に駆動信号を切替えて供給する駆
動信号供給手段と、前記治療用超音波照射手段および超
音波治療手段の切替えに応じて、前記駆動信号供給手段
から供給する駆動信号を、選択された前記治療用超音波
照射手段または超音波治療手段に適するように制御する
制御手段とを具備することを特徴とする超音波治療装
置。
【請求項６】  前記治療用超音波照射手段および前記超
音波治療手段は、それぞれ圧電素子を備えるとともに、
それぞれの圧電素子に最適な駆動条件を示す固有の情報
を有し、この固有の情報に対応した駆動条件に前記駆動
信号供給手段を設定することを特徴とする請求項５に記
載の超音波治療装置。
【請求項７】  前記超音波治療手段を動作させることに
より生じた、不要な生体組織を吸引して除去するため
に、前記被検体の治療部位へ放出される補助液を収納し
た補助液収納手段と、この補助液収納手段内の前記補助
液の残存液量を検出し、残存液量が所定値を下まわった
ときに警報を発生する警報発生手段とを具備することを
特徴とする請求項５または請求項６のいずれか１項に記
載の超音波治療装置。
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【請求項８】  前記補助液収納手段に収納された前記補
助液を、前記治療用超音波照射手段および／または前記
超音波治療手段の前記圧電素子を冷却するための冷却液
として、前記治療用超音波照射手段および／または前記
超音波治療手段へ供給することを特徴とする請求項７に
記載の超音波治療装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、被検体内の治療部
位へ超音波を集束させて照射することにより、組織を加
熱・焼灼したり、生体組織を乳化させるなどの治療を行
う超音波治療装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】近年医療の分野では、患者への負担を最
小限にとどめながら十分な治療効果を発揮させる最小侵
襲治療（Minimally  Invasive  Treatment：以下、ＭＩ
Ｔと略称する。）の考え方が重視されているとともに、
患者の術後の生活の質（Quality  of  Life：ＱＯＬ）
の向上も重要視されており、超音波治療装置はその一翼
を担うものとして注目されている。すなわち、外科切除
術にあっては、従来から金属製のメスによって患部を切
除する手法が一般的であり、出血などの安全性に関する
問題を含んでいたが、近年、数々の医用電子機器が開発
されたことによって、切除術の安全性は向上してきてい
る。例えば、電気メスの出現によって、切除時の出血量
を低減させてより安全に手術が行えるようになったが、
さらにその後開発された超音波外科吸引装置は、実質臓
器を切除する際に、血管などの重要な脈管を温存しつつ
実質部を破砕して除去することにより、誤まって大きな
血管や重要脈管を傷つけるリスクを大幅に減少させ、外
科切除術の安全性および確実性を向上させるという進歩
をもたらせた。また、超音波凝固切開装置は、超音波振
動による摩擦熱で生体組織を凝固して切開するので、電
気メスのような煙を発生しないため、腹腔鏡下手術にお
いて、良好な視界を確保しながら安全に手術が行えるよ
うになった。
【０００３】一方、超音波治療装置として、尿路結石や
胆石などの体内の結石へ超音波を集束させて照射するこ
とにより、結石を破砕する結石破砕装置が実用化されて
いる。このような、体外から強力な超音波パルスを結石
へ照射して治療を行う結石破砕術は、泌尿器科領域にお
ける結石治療の第１選択となるほどに、泌尿器科領域に
おける結石の治療法を大きく変革させた。また、温熱治
療装置などのように、癌等の患部へ強力な超音波を集束
させて照射することにより、患部を加温・加熱して癌細
胞などを熱変性壊死させる治療技術も脚光を浴びてい
る。これは、腫瘍組織と正常組織の熱感受性の違いを利
用して、患部を摂氏４２．５度以上に加温してその温度
を維持することによって、癌細胞を選択的に壊死させる
治療法である。特に、生体内深部の腫瘍に対しては、深
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達度の高い超音波エネルギを利用する方法が、例えば特
開昭６１－１３９５５号公報に開示されている。さら
に、上記の加温治療法を更に進めて、ピエゾ圧電素子か
ら発生した超音波を患部に収束させて加熱することによ
り、癌細胞を熱変性壊死させる方法も、例えば米国特許
第５１５０７１１号公報に開示されている。この治療法
では、超音波のエネルギを収束させて、幅１～３ｍｍ程
度の限局した領域を、およそ１秒以下で摂氏８０度以上
に加温することが可能である。
【０００４】なお、従来の超音波治療装置の一例の概略
的な構成を、図６に系統図で示してあるので、次にこれ
について説明する。すなわち、超音波治療装置は、治療
用の強力な超音波を発生させて、被検体の治療部位へ照
射するためのアプリケータ１、このアプリケータ１を駆
動するための駆動部２、アプリケータ１内に充填されて
被検体（生体）とのカップリングを適正に行うための水
１ａを管理する水ユニット３、被検体の治療部位を観察
するための超音波画像を得る超音波診断装置４、超音波
診断装置４によって超音波の送受が制御されるアプリケ
ータ１内に設けられたイメージング用超音波プローブ
５、超音波診断装置４で得た画像を表示するモニタ６、
これら各構成ユニット全体を制御する制御部７とから構
成されている。上記のように構成された超音波治療装置
において、アプリケータ１に備えられて治療用超音波を
発生させる発生源としては、圧電素子を用いる方式が普
及している。この方式は、焦点を小さくできること、消
耗品がないこと、超音波の強度を容易に制御できるこ
と、複数の圧電素子に印加する駆動電圧を位相制御（す
なわち、遅延制御）することにより、焦点位置を容易に
変更できること等の優れた特性を有している。
【０００５】また、超音波治療装置において大切なこと
は、治療の際に患部へ照射する超音波の焦点の位置合わ
せと、治療領域をリアルタイムに観察することである。
そこで、治療用の超音波を放射する複数の圧電素子から
成る圧電素子群１ｂは、アプリケータ１内に球面状に配
列されていて、患者の治療部位に焦点を結ぶように軸上
に設定されており、圧電素子群１ｂの略中心部に、治療
領域の画像を得るためのイメージング用超音波プローブ
５が設置されている。よって、イメージング用超音波プ
ローブ５から焦点軸上の断層像が得られ、その超音波断
層像（Ｂモード像）から、患部の位置を判定して、治療
用アプリケータ１の位置合わせをしたり、治療中の画像
を監視することによって治療の進行状況を確認し、治療
部位の画像の変化から治療を継続するか終了させるかを
判断していた。なお、強力な超音波による治療は、患者
に対して必要十分なエネルギーが与えられればよく、そ
れ以上の照射は安全性に関わる問題を生ずるおそれがあ
る。そのため、予め設定した照射強度や照射時間などの
治療条件に基づいて治療が行われ、設定した照射時間に
達すると自動的に照射を停止するようになっている。し
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かし、設定した照射時間内でも、モニタ６に表示される
治療部位の超音波画像の変化から治療目的が達せられた
ことが判断できる場合もあり、このようなときは、速や
かに治療を中止する（すなわち、治療用超音波の照射を
停止する）ことが、患者の安全を確保する上で重要であ
る。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】ところで、上記のよう
な超音波治療装置において、アプリケータ１によって被
検体へ照射される治療用の超音波の反射波が、イメージ
ング用超音波プローブ５に入力されると、その反射波の
大きさによっては、イメージング用超音波プローブ５を
破損させる惧れがあった。また、近年の高度技術を利用
した各種の治療用装置が普及するのに伴ない、例えば手
術室が手狭になるという問題も生じ、省スペース化の要
望が強まってきた。本発明は、このような課題を解決す
るためになされたものである。
【０００７】
【課題を解決するための手段】上述の課題を解決するた
め、請求項１に記載の発明は、被検体の治療部位に治療
用超音波を照射して治療する治療用超音波照射手段と、
この治療用超音波照射手段の近傍に設けられ、前記被検
体の治療部位近傍の画像を観察するために超音波を送受
波するイメージング用超音波送受波手段とを備えた超音
波治療装置において、前記治療用超音波照射手段により
照射された治療用超音波の反射波が、前記イメージング
用超音波送受波手段に入射するのを阻止する目的外超音
波入射阻止手段を具備することを特徴とする。また、請
求項２に記載の発明は、請求項１に記載の超音波治療装
置において、目的外超音波入射阻止手段は、イメージン
グ用超音波送受波手段を、治療用超音波照射手段の近傍
に取付けるために設けられた、超音波反射体上に超音波
吸収体を形成した筒体であることを特徴とする。また、
請求項３に記載の発明は、請求項１に記載の超音波治療
装置において、治療用超音波照射手段の近傍に設けられ
たイメージング用超音波送受波手段の前面に、開閉可能
に設けられた超音波遮蔽体であることを特徴とする。さ
らに、請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の超音
波治療装置において、開閉可能に設けられた超音波遮蔽
体から成る目的外超音波入射阻止手段は、治療用超音波
照射手段を駆動する駆動信号に同期して開閉が制御され
ることを特徴とする。これにより、治療用超音波照射手
段から被検体へ照射される治療用の超音波の反射波が、
イメージング用超音波送受波手段に入力されて、イメー
ジング用超音波送受波手段を破損させることを防止でき
る。
【０００８】そして、請求項５に記載の発明は、被検体
の治療部位に治療用超音波を照射して治療する治療用超
音波照射手段と、被検体の治療部位の生体組織を超音波
振動によって乳化させるとともに、この乳化に伴ない生
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じた不要な生体組織を吸引して除去する超音波治療手段
と、前記治療用超音波照射手段および超音波治療手段に
駆動信号を切替えて供給する駆動信号供給手段と、前記
治療用超音波照射手段および超音波治療手段の切替えに
応じて、前記駆動信号供給手段から供給する駆動信号
を、選択された前記治療用超音波照射手段または超音波
治療手段に適するように制御する制御手段とを具備する
ことを特徴とする。また、請求項６に記載の発明は、請
求項５に記載の超音波治療装置において、前記治療用超
音波照射手段および前記超音波治療手段は、それぞれ圧
電素子を備えるとともに、それぞれの圧電素子に最適な
駆動条件を示す固有の情報を有し、この固有の情報に対
応した駆動条件に前記駆動信号供給手段を設定すること
を特徴とする。
【０００９】また、請求項７に記載の発明は、請求項５
または請求項６に記載の超音波治療装置において、前記
超音波治療手段を動作させることにより生じた、不要な
生体組織を吸引して除去するために、前記被検体の治療
部位へ放出される補助液を収納した補助液収納手段と、
この補助液収納手段内の前記補助液の残存液量を検出
し、残存液量が所定値を下まわったときに警報を発生す
る警報発生手段とを具備することを特徴とする。さら
に、請求項８に記載の発明は、請求項７に記載の超音波
治療装置において、前記補助液収納手段に収納された前
記補助液を、前記治療用超音波照射手段および／または
前記超音波治療手段の前記圧電素子を冷却するための冷
却液として、前記治療用超音波照射手段および／または
前記超音波治療手段へ供給することを特徴とする。これ
により、治療用の超音波を照射する治療用超音波照射手
段と、超音波によって生体組織を乳化させる超音波治療
手段とを、主要な駆動部を共用しながら、１台の超音波
治療装置で使い分けることができるので、手術室が手狭
になるという問題も解決することができる。
【００１０】
【発明の実施の形態】以下、本発明に係る超音波治療装
置の実施の形態について、図１ないし図５を参照して詳
細に説明する。図１は、本発明に係る超音波治療装置の
一実施の形態の概略的な構成を示した外観図である。な
お、この本発明に係る超音波治療装置は、図６に示した
従来の超音波治療装置をベースにして、種々の改良が施
されあるいは新規な構成が追加されたものであるので、
図１ないし図５において、図６と同一機能を奏する構成
要素には同一符号を付して示してある。さて、図１に示
すように、本発明の超音波治療装置本体１０は、治療用
の強力な超音波を放射するアプリケータ１に加えて、超
音波によって生体組織を乳化させるためのハンドピース
２０を備えている。また、アプリケータ１およびハンド
ピース２０において、冷却または洗浄用として使用する
ための減菌された生理食塩水を収納して保持する液体リ
ザーバ３０を有している。アプリケータ１は、図２に示
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すように、治療用の強力な超音波を放射する複数の圧電
素子から成る圧電素子群１ｂを、発生する超音波の波面
が凹面をなすように球面状に配列し、これを可撓性の水
袋１ｃで覆って形成されている。そして、水袋１ｃの中
には超音波の伝播媒質として、例えば脱気された水１ａ
が封入されている。また、圧電素子群１ｂの略中心部に
は、取付部５１を介して取付られたイメージング用の超
音波プローブ５が配置されており、このメージング用超
音波プローブ５は超音波診断装置４に接続されている。
なお、取付部５１は後述するが、イメージング用超音波
プローブ５をアプリケータ１に取付けるだけではなく、
イメージング用超音波プローブ５にとっては不要とも言
えるアプリケータ１の圧電素子群１ｂによって放射され
る治療用の強力な超音波が、直接または反射波として入
射されるのを阻止するためのものである。
【００１１】さて、アプリケータ１は、水袋１ｃを介し
て患者Ｐの治療部位Ｐ

０
上に載置される。そして、圧電

素子群１ｂから例えば数MHzの超音波が、患者Ｐの治療
部位Ｐ

０
へ向けて収束されるように照射される。この治

療部位Ｐ
０
の様子は、イメージング用超音波プローブ５

によって収集された反射波データを基に、超音波診断装
置４を介して、治療部位近傍の超音波画像として再構成
され、モニタ６に表示されて観察されるようになってい
る。なお、イメージング用超音波プローブ５は、一般的
には電子スキャン型のものが採用されるが、メカニカル
スキャン型のものでも差し支えない。アプリケータ１の
圧電素子群１ｂの略中央部に設けられるイメージング用
超音波プローブ５の取付部５１の詳細を、図３に示して
あり、図３（ａ）は縦断面図であり、同図（ｂ）は横断
面図である。すなわち、取付部５１は、好ましくは熱伝
導性に優れた材料、例えばアルミニウムや真鍮などの超
音波を反射する超音波反射体によって、中空の４角柱状
に形成されたもので、下端部は圧電素子群１ｂの背面側
に密着させて配置されている。そして、その内面には上
面を除き、例えばシリコンコンパウンドに金属粉を混ぜ
た熱伝導性と耐熱性に優れた合成樹脂を材料とする超音
波吸収体５２が、塗布または張付けられている。
【００１２】なお、取付部５１の上面と下面には、対向
する位置に長さＬ１のスリット５３が穿設されている。
このスリット５３の長さＬ１は、イメージング用超音波
プローブ５の表面に、一般的に配置されている音響レン
ズ５ａの長さと略同じに形成され、長さＬ１に直交する
方向の幅は、超音波画像の開口角を考慮して決定する。
また、取付部５１の高さＬ２は、スリットの長さＬ１と
超音波画像の奥行き（深さ）に基づいて決定するもので
ある。そして、上面のスリット５３は、アプリケータ１
の水袋１ｃで覆われているとともに、下面のスリット５
３は開放されているので、脱気された水１ａが取付部５
１の内部に充満されることになる。ここで、下面のスリ
ット５３に対応する部分の圧電素子群１ｂは、欠落して
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7
いることは言うまでもない。
【００１３】このように構成された取付部５１を介し
て、イメージング用超音波プローブ５を取付けるように
したので、超音波画像を構築するのに必要十分な幅（Ｌ
１）と長さ（Ｌ２）をもった超音波伝播路を確保すると
ともに、治療用超音波が直接または患者からの反射波と
して、イメージング用超音波プローブ５に入射するのを
抑制することができる。すなわち、治療用超音波が直接
または患者からの反射波としてイメージング用超音波プ
ローブ５に入射すると、治療用超音波のエネルギが高い
ため、入射部位が音響レンズ５ａであれば、音響レンズ
５ａが損傷を受ける可能性がある。また、入射部位が音
響レンズ５ａを覆っている樹脂部分であれば、この樹脂
部分の超音波の吸収係数が比較的大きいので、超音波を
吸収して発熱することとなり、入射時間が或る程度続く
と、音響レンズから圧電素子（超音波振動子）を熱によ
って破壊する結果となる。よって、図３に示した構造の
取付部５１を介して、イメージング用超音波プローブ５
を取付けることにより、超音波画像を形成するのに必要
な、超音波プローブ５から照射される超音波と、その照
射された超音波に基づく患者からの反射波を伝播するた
めの、超音波伝播経路を確保するとともに、超音波プロ
ーブ５へ向かって入射しようとする治療用超音波および
その反射波は、超音波反射体で形成した筒状の取付部５
１内で乱反射させるとともに、超音波吸収体５２で吸収
されるため、目的外の超音波の超音波プローブ５への入
射を抑制し、超音波プローブ５を保護することができ
る。
【００１４】しかしながら、治療用超音波による患者か
らの反射波を、上記のように構成された取付部５１とし
ての超音波伝播経路内で、完全に減衰させることは困難
であり、少なからず伝播してきた治療用超音波に基づ
き、超音波プローブ５がダメージを受ける可能性が残さ
れていた。このような事態を避けるためには、取付部５
１の下面のスリット５３を覆うように、超音波遮蔽体に
よる開閉機構５４を設けることが有効である。この開閉
機構５４は、詳細な図示は省略したが、圧電素子群１ｂ
を駆動して治療用超音波を照射するときに閉じ、治療用
超音波の休止中は開くように、制御部７による圧電素子
群１ｂの駆動信号に同期して制御される。なお、開閉機
構５４を構成する超音波遮蔽体は、治療用超音波が照射
されても壊れず、かつそれを反射させる材料を選定する
ものとし、例えばステンレスやチタンなどの薄い板を使
用するのがよい。また、開閉機構５４としては、カメラ
などで用いられるシャッタ機構、扇型の薄板を間欠信号
に同期させて回転させる機構、スリット状の格子を左右
に移動させて開閉を行う機構、ブラインドシャッタ状の
開閉機構など適宜のものを選択して採用することができ
る。
【００１５】次に、本発明の超音波治療装置に、アプリ
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ケータ１とともに備えられているハンドピース２０につ
いて説明する。図４は、ハンドピース２０の一実施の形
態の概略的な構成を示したものである。  すなわち、ハ
ンドピース２０は、例えば５０KHz～２００KHz程度の超
音波振動を発生する超音波振動子２１と、この超音波振
動子２１からの超音波振動を患者などの被検体へ伝える
金属製の中空の作用部２２と、作用部２２に連なってい
るチューブ２３から構成され、これらはケース２４内に
ほぼ収納されている。なお、作用部２２の先端部はケー
ス２４から突出しており、被検体の処置対象部位へ直接
接触させるとともに、その先端は吸引口２５となってい
る。さらにチューブ２３は、ハンドピース２０外に設け
られている吸引装置２６に吸引チューブ２７を介して連
結されている。このハンドピース２０は、切替器３２を
経て駆動部２から供給される駆動信号で超音波振動子２
１が駆動されることによって、作用部２２が振動して、
生体組織などを乳化させる。そして、乳化などにより生
じた不要な組織片は、吸引装置２６によって吸引口２５
から吸引され、吸引チューブ２７を介して除去されるこ
とになる。このとき、不要な組織片の吸引、除去を補助
するための補助液として、減菌された生理食塩水が、ハ
ンドピース２０の先端部を通して、または別に設けられ
た給水ノズル（図示せず）を介して、作用部２２を接触
させている被検体の生体組織部位へ放出されるので、こ
の生理食塩水によって生体組織部位が洗浄されるととも
に、生理食塩水と一緒に不要な組織片が、吸引口２５か
ら吸引されて排出される。
【００１６】このような、アプリケータ１およびハンド
ピース２０を備えている本発明の超音波治療装置の全体
的な系統図を、図５に示してあるので、次に、この系統
図を参照して、本発明の超音波治療装置の全体的な動作
について説明する。なお、図５において、図１ないし図
４および図６と同一部分には同一符号を付して示してあ
る。図５の系統図に示すように、本発明の超音波治療装
置が有するアプリケータ１およびハンドピース２０に
は、駆動部２からの駆動信号が、整合部３１を経た上で
切替器３２を介して選択的に供給されるようになってい
る。そして、駆動部２には、信号発生器２ａと信号増幅
器２ｂとが設けられており、切替器３２によるアプリケ
ータ１とハンドピース２０との切替えに応動して、制御
部７の制御のもとで、信号発生器２ａで発生する駆動信
号の周波数や、信号増幅器２ｂでの増幅条件、さらに
は、整合部３１でのインピーダンス整合の条件などを調
整する。これは、アプリケータ１とハンドピース２０と
では、駆動周波数やパワーなどが異なるとともに、アプ
リケータ１やハンドピース２０の製作ロット毎に、圧電
素子など超音波振動子の駆動周波数（すなわち、共振周
波数）および負荷インピーダンスが、微妙に異なるため
であり、これらの駆動に適した条件に、信号側を調整す
る必要があるためである。そのために、アプリケータ１
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9
およびハンドピース２０には、それぞれ共振周波数など
の固有の特性を示すＩＤコードが付されており、制御部
７がこれを読み取ることによって、超音波の発生源であ
るアプリケータ１の圧電素子群１ｂあるいはハンドピー
ス２０の超音波振動子２１の、固有振動周波数やインピ
ーダンスなどの特性を知り、その特性に合わせて信号発
生器２ａや整合部３１を調整し、最適な条件でアプリケ
ータ１やハンドピース２０を駆動するようにしている。
【００１７】よって、アプリケータ１およびハンドピー
ス２０には、それぞれ圧電素子群１ｂや超音波振動子２
１に適した条件の駆動信号が、駆動部２、整合部３１お
よび切替器３２を介して供給される。なお、固有振動周
波数やインピーダンスなどの情報は、ＩＤコードの他、
バーコード、ＩＣメモリ、メモリカードなどの情報伝達
媒体を介して制御部７に取り込まれればよく、場合によ
っては、インターネットを介しての情報ファイルのダウ
ンロードや、操作者による手入力などによって、制御部
７に入力されもよい。そのため、制御部７にはキーボー
ド、トラックボール、マウスなどを有する入力装置３３
が接続されている。よって、操作者がこの入力装置３３
を操作して、圧電素子群１ｂや超音波振動子２１に適し
た固有振動周波数やインピーダンスなどを適宜設定する
ことができる。また、入力装置３３によって、被検体へ
照射される超音波の出力レベルも設定する。よって、制
御部７はその指示に基づき、駆動部２に設けられている
信号増幅器２ｂの利得などを制御して、選択されたアプ
リケータ１またはハンドピース２０へ供給する駆動信号
の強さを制御する。また、アプリケータ１の圧電素子群
１ｂおよびハンドピース２０の超音波振動子２１は、駆
動されて超音波を発生する際に発熱する。超音波出力が
小さいときには、この発熱は無視できる程度であるが、
出力が大きくなると所望の性能を維持するために、冷却
機構が必要となる。よって、本発明の超音波治療装置に
は、冷却または洗浄用として使用するための補助液、す
なわち、減菌された生理食塩水を収納して保持する液体
リザーバ３０を有している。
【００１８】この液体リザーバ３０に保持されている生
理食塩水は、前述したように、実質臓器の吸引除去の際
に、生体の洗浄用として生体へ向かって放出されたり、
さらには、アプリケータ１の圧電素子１ｂやハンドピー
ス２０の超音波振動子２１を冷却するためにも使用され
る。従って、液体リザーバ３０の内容液は使用とともに
減少するので、トルクセンサ３５によって液体リザーバ
３０の重量を常時監視しておき、重量がある値以下にな
ったときに、残量が少なくなったことを知らせる警報器
３６が備えられている。なお、液体リザーバ３０は図１
に示すように、例えば超音波治療装置本体１０に止着さ
れた支持体３６に吊り下げられており、この液体リザー
バ３０からチューブ３７が、ベリスタリックポンプ３８
を介してアプリケータ１とハンドピース２０に接続され
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ている。そして、ベリスタリックポンプ３８によってチ
ューブ３７をしごくことによって、液体リザーバ３０に
収納されている減菌された生理食塩水が、アプリケータ
１とハンドピース２０へ確実に送り込まれる。よって、
アプリケータ１に備えられている圧電素子群１ｂを冷却
したり、ハンドピース２０の使用時には、その超音波振
動子を冷却したり、あるいは被検体の治療対象部位であ
る生体組織を洗浄するために使用される。
【００１９】ところで、液体リザーバ３０を吊り下げて
いる支持体３６の根元には、図１には示されていない例
えばトルクセンサ３５（図５参照）が配置されている。
よって、液体リザーバ３０内に生理食塩水が十分収納さ
れていれば、支持体３６の根元に働くトルクは大きく、
トルクセンサ３５で検出されたトルクから重量を計算し
てその値をモニタに表示したり、残量に換算して表示し
たりすることができる。なお、トルクセンサ３５に代え
て、バネやリミットスイッチなどから構成される重量セ
ンサを用いてもよく、液体リザーバ３０内に収納されて
いる生理食塩水の残量が少なくなって、ある閾値を下回
ったときに、告知音を発生したり警告灯を点滅させたり
して、操作者へ警報するようにしてもよい。このように
することにより、生理食塩水の補充あるいは液体リザー
バ３０の交換などを、事前に実施することができ、例え
ば、長時間の焼灼術中に、冷却用の生理食塩水が不足し
て、手技を中断させるようなことを防止できる。なお、
上記の実施の形態では、ハンドピース２０で生体組織を
乳化させる場合に、組織の洗浄用として生理食塩水を使
用することについて説明したが、ハンドピース２０を使
用せず、アプリケータ１の圧電素子群１ｂの冷却用とし
てのみ使用する場合には、使用後の生理食塩水を液体リ
ザーバ３０に回収したり、液体リザーバ３０に冷却機構
を付加して、生理食塩水を所定温度に維持するようにし
てもよい。さらに、洗浄用と冷却用とに、別個に液体リ
ザーバ３０を設けてもよいし、１つの液体リザーバ３０
の生理食塩水を、アプリケータ１またはハンドピース２
０へ切替えて供給するようにしてもよい。
【００２０】なお、本発明は、上述の実施の形態に限定
されるものではない。例えば、アプリケータ１に設けた
イメージング用超音波プローブ５を取付けるための取付
部５１には、良好な脱着性と高い精度とを発揮するよう
に、本超音波治療装置に適した特定のイメージング用超
音波プローブ５が挿入されることとなる。しかし、他に
使用されている超音波診断装置用のイメージング用超音
波プローブや、市販されているイメージング用超音波プ
ローブも、本超音波治療装置で使用できることが望まし
い。そのため、アプリケータ１の外側に、種々のイメー
ジング用超音波プローブを取付けるための装着治具を設
け、斜め方向から、治療部位の超音波像を観察できるよ
うにしてもよい。また、切替器３２は整合部３１の前段
や、信号増幅器２ｂの前段に配置するようにしてもよ
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い。ただしそのときは、切替器３２の前段側や後段側に
若干の構成要素が追加されることがある。
【００２１】
【発明の効果】以上詳細に説明したように、請求項１に
記載の発明によれば、目的外の超音波を阻止する超音波
伝播経路を介してアプリケータにイメージング用超音波
プローブを取付けるので、アプリケータから被検体へ照
射される治療用の強力な超音波の反射波が、イメージン
グ用超音波プローブに入力されることを防止し、イメー
ジング用超音波プローブを保護することができる。ま
た、請求項５に記載の発明によれば、治療用の強力な超
音波を照射するアプリケータと、超音波によって生体組
織を乳化させるハンドピースとを、超音波治療装置本体
の主要な駆動部を共用して使い分けるので、手術室が手
狭になるという問題も解決することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る超音波治療装置の一実施の形態の
概略的な構成を示した外観図である。
【図２】本発明に係る超音波治療装置において、アプリ
ケータの使用状況を説明するために示した説明図であ
る。
【図３】アプリケータにイメージング用超音波プローブ
を取付ける、取付部の詳細を示した縦断面図である。
【図４】本発明に係る超音波治療装置に備えられている
ハンドピースの一実施の形態の概略的な構成を示した説

12
明図である。
【図５】本発明に係る超音波治療装置の一実施の形態を
示した系統図である。
【図６】従来の超音波治療装置の概略的な構成を示した
系統図である。
【符号の説明】
１  アプリケータ
２  駆動部
２ａ  信号発生器
２ｂ  信号増幅器
３  水ユニット
４  超音波診断装置
５  イメージング用超音波プローブ
６  モニタ
７  制御部
２０  ハンドピース
３０  液体リザーバ
３１  整合部
３２  切替器
３３  入力装置
３５  トルクセンサ
３６  警報器
５１  取付部
５４  開閉機構

【図１】
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